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複数拠点生活実施者は約６１７万人複数拠点生活実施者は約６１７万人
　働き方の多様化が進む昨今、住まい方においても１

カ所に定住するのではなく、平日は都市部で働き、週

末は地方でのんびり羽を広げる等、複数拠点を行き来

しながら暮らす人が増えてきています。一人が複数の

家を利用することで、空き家問題の解消につながる可

能性もあるため、住宅業界としても今後の複数拠点生

活者の動向は気になるところでしょう。

　そのような中、（一社）不動産流通経営協会（ＦＲＫ）

はこのほど、「複数拠点生活に関する基礎調査」の結

果を発表しました。現在複数拠点生活を行っている

人（実施者）

は、調査対

象（20-79

歳）の 6.6％

（図１）で、

この割合を

「20-79 歳の

対象層の人

口（9,362

万 8 , 4 1 4

人）」にかけた、約 617 万人が現在複数拠点生活を行っ

ていると推計しました。

　またＦＲＫは、今後複数拠点生活を行いたい人につ

いても推計を発表しています。「具体的な行動には至っ

ていないが、今後したいと思っている」（6.0％）、「今

後したいと考えて、具体的に場所探しなどの行動をし

ている」（1.1％）と回答した計 7.1％を同対象層の人

口にかけ、約 661 万人を「複数拠点生活意向者」とし

て推計しました。

　サブ拠点の住居種別調査では、現在複数拠点生活を

行っている実施者全体では「持家の戸建て」（49.9％）

が最も多く、次いで「持ち家のマンション・アパート」

（21.7％）という順です（図２）。持家率は 75.3％と

なっています。一方、意向者に希望の住宅種別につい

て尋ねたところ、同じく「持ち家の戸建て」（37.5％）

が最も多く、次いで「持ち家のマンション・アパート」

（21.1％）の順となりました。持ち家を希望する割合

は 63.5％となっています。

　複数拠点生活を実施する上での最も大きなハード

ル（単一回答）について実施者全体に尋ねたところ、

「新たな滞在先の維持

費」（15.3％）、「新た

な滞在先確保にかかる

費用」（12.2％）、「移

動に時間がかかりす

ぎ る 」（8.3 ％）、「 交

通費がかかりすぎる」

（6.6％）、「購入にあた

り、住宅ローンが組め

ない」（5.2％）と続き

ました。

　調査を行ったＦＲＫ

は、今後複数拠点生活

を増やすためには新た
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 現在複数拠点生活を行っている人（実施者）は、調査対象（20-79歳）の6.6％（推計約617万人）
 今後複数拠点生活を行いたい人（意向者）は、同じく7.1％（推計約661万人）
※複数拠点生活…この調査では、「自身の主な住まいとは別に、週末や一年のうちの一定期間を異なる場所で生活すること」を指す（拠点の数、所有形態、目的などは不問）
※上記推計は、対象層の人口約9,363万人が下記の割合で実施・意向があるとした場合の人数

実施者の推計：[対象層の人口]93,628,414人 × [今回調査における実施者の割合]6.59277192…％ =[推計]6,172,708人
意向者の推計：[対象層の人口]93,628,414人 × [今回調査における意向者の割合]7.06271649…％ =[推計]6,612,709人
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図１　実施・過去経験
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サブ拠点の住居種別
 サブ拠点の物件について、「戸建て」などの『持ち家』を選択する人が多く、実家の相続等も含まれるものと思
われるが、実施目的や地縁の有無を考えると、一定の物件購入ニーズがあるといえる
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本調査

※意向者には「希望の住宅種別」について聴取 図２　サブ拠点の住居種別割合

※文中のグラフ部分はすべて（一社）不動産流通経営協会制作※意向者には「希望の住宅種別」について聴取
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職人の担い手確保には社会保険の加入が必要
　職人の担い手確保に頭を痛めている工務店は多いこ

とでしょう。住宅をはじめとする建設業界全般の傾向

として、若年の職人の入職が減少しており、我が国の

建築の未来を考えていくうえで大きな課題となってい

ます。今後、建設業界が他業種との人材獲得競走を勝

ち抜いていくためには、いわゆる「３Ｋ」のイメージ

から脱却する必要があるほか、社会保険加入を含めた

建設労働者の更なる処遇改善の取り組みが必要です。

そのような中、国土交通省は７月９日、公共事業労務

費調査における建設労働者の社会保険加入状況調査結

果を公表しました。公共工事に従事する建設労働者の

社会保険加入状況は企業別で 98％、労働者別で 88％

となりました。

　「公共事業労務費調査」は、農林水産省と国土交通

省が国、都道府県、政令市等発注の公共工事に従事す

る労働者の賃金を職種ごとに調査するものです。昭和

45 年から毎年定期的に実施されており、同調査結果

に基づいて公共工事の積算に用いる「公共工事設計労

務単価」が決定します。

　今回、建設労働者約 12 万人を対象に調査を行い、

そのうち有効標本となる企業数約２万 2000 社、労働

者約８万 5000 人について集計を行いました。また、

同調査では平成 23 年以来「雇用保険」「健康保険」「厚

生年金保険」の３保険のいずれかに加入している建設

労働者についても調査を行っています。労働者別・３

保険別加入割合については調査開始以降毎年上昇して

おり、令和元年度の加入者は「雇用保険」で 94％、「健

康保険」で 92％、「厚生年金」で 89％という結果でし

た（下図参照）。

　国土交通省では平成 24 年度より「社会保険未加入

対策推進協議会」、　平成 29 年より「建設業社会保険

推進連絡協議会」を開催し、行政、学識、建設業関係

団体が連携して、社会保険加入対策に取り組んできま

した。さらに今年 10 月に施行される改正建設業法で

は、建設業許可の基準を見直し、下請の建設企業も含

めた社会保険加入を徹底するとしています。同改正に

より、今後、社会保険に未加入の建設企業は建設業の

許可・更新が認められなくなる予定です。

　このような取り組みを通じ、建設業における社会保険

加入状況は技能者単位ともに他業種とも遜色ない水準ま

で着実に改善したといえます。その一方で社会保険加入

対策や労働関係法令規制の強化に伴い、事業主による法

定福利費等の労務関係諸経費の削減を意図した労働者の

いわゆる「一人親方」化が進む懸念が生じています。

　実際、国土交通省が行った建設業界への聞き取りや

企業アンケートにおいても、労働者の一人親方化が進

んでいる傾向が示されており、その中には、実態は雇

用労働者であるにもかかわらず、偽装請負の一人親方

として従事して

いる労働者も一

定数存在してい

ます。

　このような問

題に対し、同省

の担当者は「一

人親方の問題に

ついては６月 25

※構成比は小数点以下を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 100％とはなりません

雇用保険 健康保険 厚生年金 ３保険 雇用保険 健康保険 厚生年金 ３保険
H23.10 94% 86% 86% 84% H23.10 75% 60% 58% 57%
H24.10 95% 89% 89% 87% H24.10 75% 61% 60% 58%
H25.10 96% 92% 91% 90% H25.10 76% 66% 64% 62%
H26.10 96% 94% 94% 93% H26.10 79% 72% 69% 67%
H27.10 98% 97% 96% 96% H27.10 82% 77% 74% 72%
H28.10 98% 97% 97% 96% H28.10 84% 80% 78% 76%
H29.10 98% 98% 97% 97% H29.10 91% 89% 86% 85%
H30.10 98% 98% 97% 97% H30.10 93% 90% 88% 87%
R01.10 99% 99% 99% 98% R01.10 94% 92% 89% 88%

全体
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給与形態別の労働者の社会保険加入状況

企業別 ･３保険別加入割合の推移 労働者別 ･３保険別加入割合の推移

な滞在先の維持費・確保費用が高いハードルになって

いると指摘します。また、「20～ 30代の若い人たちは、

住宅ローンが組めないことで苦労している」として、

「ローン要件の緩和、優遇措置を行うことで、複数拠

点生活実施者を増やすことができるのではないか」等

の考えを示しています。

　同調査の本調査は今年３月 27 日～ 29 日にかけて

行われました。性年代・都道府県別構成比を、平成

27 年国勢調査の性年代・都道府県別構成比に合わせ、

データ補正を行った上で実施しています。日本全国の

20-79 歳男女 5,200 人が対象で、複数拠点生活に関す

る実施・意向のボリュームやその目的を把握するほか、

ニーズを持つ層を明らかにすることをテーマとしてい

ます。
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日に建設業の一人親方問題に関する第１回検討会を実

施しました。今後、実効性がある施策を検討していき、

来年３月ごろには中間の取りまとめを発表する予定」

と述べています。

　国土交通省は宅地建物取引業法施行規程の一部を改正、

今後不動産取引時に水害ハザードマップにおける対象物件

の所在地を事前に説明することを義務付けた。同規則は８

月 28日に施行する。

　宅地建物取引業法では購入者が契約を締結するかどうか

の判断に多大な影響を及ぼす重要事項について、販売者が

事前に説明することを義務付けている。今回は重要事項説

明の対象項目として、水防法の規定に基づき作成した水害

ハザードマップにおける対象物件の所在地を追加した。

　具体的には▽水防法に基づき作成された水害（洪水・雨

水出水・高潮）ハザードマップを提示し、対象物件の概ね

の位置を示すこと、▽市町村が配布する印刷物又は市町村

のホームページに掲載されているものを印刷したもので

あって、入手可能な最新のものを使うこと、▽ハザードマッ

プ上に記載された避難所について、併せてその位置を示す

ことが望ましいこと、▽対象物件が浸水想定区域に該当し

ないことをもって、水害リスクがないと相手方が誤認する

ことのないよう配慮すること――が追加された。

　近年、大規模水害が頻発し甚大な被害が生じている。よっ

て不動産取引でも水害リスクに係る情報が重要となってい

る。国交省は昨年７月から宅地建物取引業者が不動産取引

時に、ハザードマップを提示し、取引の対象となる物件の

位置等について情報提供するよう、昨年７月に不動産関連

団体を通じて協力を依頼してきたが、このほど法律での義

務化が決定した。

水害ハザードマップの対象物件
不動産取引時に所在地の説明が義務に

　（一社）住宅履歴情報蓄積・活用推進協議会は、改正宅

建業法と安心Ｒ住宅制度に対応する「住宅履歴情報（いえ

かるて）」の活用説明会を東京や京都、熊本など全国９カ

所で開催する。

　不動産取引では、法令などで定める情報の提供を確実に

行うため住宅履歴情報を活用するケースが増えている。同

説明会はこうした状況を受け、宅建事業者が住宅履歴情報

の仕組みや活用方法を理解できるよう国交省の補助事業と

して開催するもの。

　開催する日時と場所は次表の通り。受付時間は 13 時 30

分～となっている。参加費は無料。

　プログラムは▽住宅履歴情報と当協議会について、▽不

動産業における安心Ｒ住宅制度と住宅履歴情報の活用事

例、▽住宅価値を高める住宅履歴情報（サービス内容と利

用方法）――となる。

【問合せ】

一般社団法人住宅履歴情報蓄積・活用推進協議会 

☎：０３・５２１１・１０５６

住宅履歴情報活用説明会開催日程

住宅履歴情報いえかるて
活用説明会全国で

　国交省は令和２年度に実施する建設機械施工技士等７つの

技術検定について、更新した試験の日時等を公表した。７月

31日時点の技術検定科目と日程は以下の通り。

　【１級試験】▽建設機械施工：記述式試験は10月11日、実技試

験は来年８月下旬～９月中旬に延期。※学科免除者は変更なし

▽土木施工管理：学科試験は10月４日、実地試験は12月６日に

行う。

▽建築施工管理、電気工事施工管理：学科試験は10月18日、実

地試験は来年２月21日に行う。

▽管工事施工管理、電気通信工事施工管理、造園施工管理：通常

通り学科試験は９月13日、実地試験は12月６日に行う。

　【２級試験】▽建設機械施工：１回目の学科試験は来年１月

17日、また、学科・実地合同の試験は来年８月下旬～９月中旬

に行う※学科免除者は変更なし、２回目の学科試験は通常通り

来年１月17日に行う。

▽土木施工管理：１回目の学科試験は中止。２回目の学科・実

地試験は通常通り10月25日

▽建築施工管理、電気工事施工管理：１回目の学科試験は中止。

２回目の学科・実地試験は通常通り11月８日に行う。

▽管工事施工管理、電気通信工事施工管理、造園施工管理：１

回目の学科試験は中止、２回目の学科・実地試験は通常通り11

月15日に行う。

建設機械施工技士等
技術検定の日程更新
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 　２０２０年
６月着工

全体の減少傾向変わらず
　持家は１１カ月連続の減少

令和 2 年 6 月 新設住宅着工統計（▲は減少、無印は増加）
戸数 前月比 (%) 前年同月比 (%)

新設住宅合計 71,101 11.7 ▲ 12.8

利用関係別

持家 23,650 20.1 ▲ 16.7
貸家 26,666 10.9 ▲ 13.0
給与 596 73.3 ▲ 5.7
分譲 20,189 3.0 ▲ 7.7

地域別

首都圏 24,487 8.9 ▲ 5.7
中部圏 7,997 23.0 ▲ 23.6
近畿圏 10,982 8.4 ▲ 3.0

その他の地域 27,635 12.5 ▲ 18.2

構造別・
建て方別

木  造 41,218 15.7 ▲ 14.3
一戸建 32,088 16.8 ▲ 9.6

非 木 造 29,883 6.5 ▲ 10.7
共同住宅 25,117 4.6 ▲ 9.1

工法別

軸組木造 32,981 18.2 ▲ 10.5
在来非木造 20,456 ▲ 1.3 ▲ 6.2
プレハブ 10,384 25.6 ▲ 19.3

2 × 4 7,280 7.4 ▲ 27.4

木 造 軸 組

　㈱富士経済は、住設建材と住生活サービスの国内市場を

調査した。2019 年度の市場は建材が微減し、設備・家電や

住生活サービスは拡大するとみられる。しかし長期的には

新設住宅着工戸数の減少により、建材や設備・家電は縮小

が予想される。共働き世帯や単身世帯、高齢者世帯の増加、

テレワークの増加など、暮らし方や働き方が多様化する中

で、住宅に求められる機能が増え高度化している。そのため、

建材や設備・家電の“モノ売り”だけでなくＩｏＴの活用

や住生活サービスとの連携により、快適な暮らしを提案す

る“コト売り”へ市場は変化していくとみられる。

　例えば調理家電を利用するレシピの配信と食材配達サー

ビスの連動、スマートフォンによる玄関ドアや窓シャッター

の遠隔操作、給湯器などの使用状況と連動した高齢者の見

守りなど、サービス展開まで視野に入れた製品の開発が重

要となっている。また、同社は住宅用電気錠の市場に注目

している。現状では、シリンダー錠など手動の錠前が主体

であるものの、大手玄関ドアメーカーが電気錠の標準採用

やオプション採用を進めたことで、新築戸建住宅を中心に

電気錠が普及しつつある。また、低コストで導入できる製

品も投入されており、入居者の入れ替え時の鍵交換が不要

なことから、賃貸集合住宅でも採用が増えている。市場は

2019年度に 3.6％増（2018年度比）の 57億円が見込まれる。

2020年度は新設住宅着工戸数の大幅な減少により市場は縮

小するとみられるが、2021年度以降は再び拡大し、2030年

度には 27.3％増（2018年度比）の 70億円が予測される。

モノを売る時代から機能を売る時代へ
暮らしの変化が市場に与える影響とは

　国土交通省が７月 31 日に公表した６月の新設住宅着工

戸数は７万 1101 戸（前年同月比 12.8％減）で 12 カ月連

続の減少となった。持家は 11 カ月連続の減少、貸家は 22

カ月連続で減少、分譲は８カ月連続の減少となった。季節

調整済年率換算値は 78 万 9912 戸（前月比 2.1％減）で先

月の増加から再びの減少となった。

　利用関係別では、持家は２万 3650 戸（前年同月比

16.7％減）で 11 カ月連続の減少。民間資金によるものも

２万 1276 戸（同 16.2％減）で 11 カ月連続で減少し、公

的資金によるものも３カ月連続の減少（同 21.2％減）と

なった。貸家は同 13.0％減で 22 カ月連続の減少。民間資

金による貸家は 37 カ月連続の減少となり、公的資金によ

る貸家も 9.6％減で３カ月連続で減少した。

　分譲住宅は２万 189 戸（同 7.7％減）で８カ月連続の減

少。マンションは２カ月連続の減少（同 2.0％減）で、一

戸建も７カ月連続の減少（同 11.0％減）となった。構造

別では木造が４万 1218 戸（同 14.3％減）で 11 カ月連続

で減少。工法別では軸組木造（在来工法）が３万 2981 戸（同

10.5％減）で 12 カ月連続で減少となった。


